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第一部 【企業情報】 

第１ 【企業の概況】 

１ 【主要な経営指標等の推移】 

(1) 連結経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第106期中 第107期中 第108期中 第106期 第107期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 22,359 23,379 25,054 47,709 49,679

経常利益 (百万円) 718 723 695 1,714 1,662

中間(当期)純利益 (百万円) 574 458 541 1,278 1,457

純資産額 (百万円) 51,513 53,452 57,541 54,144 55,423

総資産額 (百万円) 73,826 79,421 86,842 89,689 95,257

１株当たり純資産額 (円) 344.50 359.87 387.57 364.05 373.06

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 3.83 3.09 3.65 8.37 9.63

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

自己資本比率 (％) 69.8 67.3 66.3 60.4 58.2

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) 14,489 16,596 18,685 △255 1,352

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △10,771 △3,585 △778 △3,888 △5,451

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

(百万円) △8,873 △11,139 △15,379 2,804 3,209

現金及び現金同等物 
の中間期末(期末)残高 

(百万円) 7,754 13,442 13,207 11,570 10,680

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者 
数〕 

(名) 
750 
〔77〕

720
〔67〕

712
〔59〕

725 
〔158〕

709
〔142〕



(2) 提出会社の経営指標等 

  

(注) １ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益については、潜在株式がないため記載しておりません。 

  

回次 第106期中 第107期中 第108期中 第106期 第107期 

会計期間 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成15年 
  ９月30日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成16年 
  ９月30日 

自 平成17年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ９月30日 

自 平成15年 
  ４月１日 
至 平成16年 
  ３月31日 

自 平成16年
  ４月１日 
至 平成17年 
  ３月31日 

売上高 (百万円) 21,210 22,173 23,882 45,340 47,195

経常利益 (百万円) 729 717 698 1,533 1,325

中間(当期)純利益 (百万円) 590 442 529 1,081 1,211

資本金 (百万円) 8,279 8,279 8,279 8,279 8,279

発行済株式総数 (株) 153,256,428 153,256,428 153,256,428 153,256,428 153,256,428

純資産額 (百万円) 49,213 50,920 54,705 51,603 52,630

総資産額 (百万円) 70,516 76,775 83,666 86,706 92,696

１株当たり純資産額 (円) 329.12 342.82 368.47 346.97 354.25

１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) 3.93 2.98 3.56 7.07 7.99

潜在株式調整後 
１株当たり中間 
(当期)純利益 

(円) ― ― ― ― ―

１株当たり中間 
(年間)配当額 

(円) ― ― ― 5.00 5.00

自己資本比率 (％) 69.8 66.3 65.4 59.5 56.8

従業員数 
〔外、平均臨時雇用者 
数〕 

(名) 
663 
〔28〕

635
〔13〕

622
〔10〕

646 
〔100〕

625
〔78〕



２ 【事業の内容】 

当中間連結会計期間において、当社グループ(当社および当社の連結子会社)が営んでいる事業の内容に重要な変

更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

  

３ 【関係会社の状況】 

当中間連結会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。 

  

４ 【従業員の状況】 

(1) 連結会社の状況 

平成17年９月30日現在 

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の当中間連結会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(2) 提出会社の状況 

  

(注) １ 従業員数は就業人員であります。 

２ 従業員数の〔外書〕は、臨時従業員の当中間会計期間の平均雇用人員であります。 

  

(3) 労働組合の状況 

当社の労働組合は日本甜菜製糖従業員組合と称し、平成17年９月30日現在の組合員数は337名であります。上部団

体には加入しておらず、会社と組合との間に現在特記すべきものはありません。 

なお、連結子会社(３社)においては、労働組合は組織されておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 従業員数(名)

砂糖事業 
346
 〔10〕 

その他食品事業 68

農畜産事業 155

不動産事業 1

その他の事業 
80

 〔49〕 

全社(共通) 62

合計 
712
 〔59〕 

従業員数(名) 
622 
〔10〕 



第２ 【事業の状況】 

１ 【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間におけるわが国経済は、企業収益、設備投資が堅調で、個人消費も底堅い動きを見せました

が、原油価格の高騰など先行き不透明な状況で推移しました。 

  砂糖業界におきましては、依然として安価な加糖調製品の輸入増加が続き、個人消費の低迷・嗜好の変化等によ

る需要の低迷・減少が懸念される状況が続いております。 

  このような状況のもと、主業の砂糖事業におきましては、平成16年産原料甜菜の豊作を受け、ビート糖の生産量

が増加しましたが、砂糖需要が低迷するなか、過度の国産糖増産は、国産糖と輸入精製糖との適正なバランスで成

り立つ甘味制度の維持を困難とすることから、価格的に厳しい甜菜原料糖の販売増などを余儀なくされました。ま

た、精糖におきましても、海外原糖相場、原油価格の上昇による原料コストの増嵩を受け、収益は悪化しました。 

  一方、その他の部門は概ね順調に推移しました。 

この結果、当中間連結会計期間の売上高は、前年同期比7.2％増の25,054百万円となりましたが、経常利益は前年

同期比3.9％減の695百万円となりました。 

中間純利益は、砂糖生産振興資金助成金もあり、前年同期比18.1％増の541百万円となりました。 

  

事業の種類別セグメントの状況は、次のとおりであります。 

＜砂糖事業＞ 

海外砂糖相場は、期初10.38セント（ニューヨーク粗糖現物相場、ポンド当たり）で始まりましたが、アジア地域

での減産に加え、原油高の影響によるさとうきびを原料としたエタノール生産の増加などから、世界的に供給が引

き締まることが予想され、ほぼ一貫して上昇基調を示し、12.26セントで当上半期を終えました。  

国内砂糖市況（東京精糖上白現物相場、キログラム当たり）は、期初134円～135円で始まり、５月に135円～136

円となり、そのまま当上半期を終了しました。 

ビート糖は、平成16年産ビート糖の記録的な増産を受け、販売量は前年同期を６％上回りました。また、売上高

は、海外粗糖相場の高騰を受け市況が上昇したこともあり、前年同期を11％上回りましたが、価格的に厳しい甜菜

原料糖の販売が増加したことなどから、収益は悪化しました。 

また、精糖は販売量、売上高とも前期を上回りましたが、原料コストの大幅な上昇により収益は悪化しました。 

これら砂糖事業の売上高は、18,548百万円（前年同期比9.8％増）となりましたが、営業利益は、244百万円（前

年同期比53.2％減）となりました。 

＜その他食品事業＞ 

  オリゴ糖等機能性食品、イーストの販売等は、厳しい販売環境のなかで、ほぼ前年同期並の売上となり、イース

トの損益がやや改善されたこともあり、営業利益は増加しました。 

その他食品事業の売上高は、1,337百万円（前年同期比1.7％減）となり、営業利益は、139百万円（前年同期比

37.3％増）となりました。 



＜農畜産事業＞ 

  配合飼料は、販売量は前年同期を上回りましたが、原料価格の下落を受けた価格引き下げにより、売上高は前年

同期を下回りました。 

紙筒（移植栽培用育苗鉢）は、販売量はほぼ前年同期並となりましたが、ビート用の価格改定により、売上高は

前年同期を上回りました。 

    農業機材は、前年同期を若干下回りました。 

これら農畜産事業の売上高は、3,562百万円（前年同期比 2.3％減）となり、営業利益は、141百万円（前年同期

比11.2％増）となりました。 

＜不動産事業＞ 

   不動産事業におきましては、昨年９月に完成した複合型商業施設「フレスポ・ニッテン」の賃貸収益が寄与した

こと、また前年同期に発生したその初期費用等が軽減されたことにより、売上高、営業利益とも増加しました。 

   不動産事業の売上高は、652百万円（前年同期比23.0％増）となり、営業利益は、305百万円（前年同期比50.4％

増）となりました。 

＜その他の事業＞ 

   その他の事業におきましては、石油類の販売増等により売上高が増加しましたが、貨物輸送事業における燃料費

の高騰などもあり、損益の改善には至りませんでした。 

   その他の事業の売上高は、952百万円(前年同期比1.5％増)となり、営業損失は、142百万円（前年同期比2.4％

増）となりました。 

  

(2) キャッシュ・フローの状況 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における営業活動によるキャッシュ・フローは、18,685百万円の収入となり、前中間連結会

計期間に比べ、2,088百万円の増加となりました。 

 これは、主にたな卸資産の減少により2,741百万円増加したことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における投資活動によるキャッシュ・フローは、778百万円の支出となり、前中間連結会計期

間に比べ、2,806百万円の支出減となりました。 

 これは、主に有形固定資産の取得による支出が3,231百万円の支出減となったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 当中間連結会計期間における財務活動によるキャッシュ・フローは、15,379百万円の支出となり、前中間連結会

計期間に比べ、4,240百万円の支出増となりました。 

 これは、主に短期及び長期借入金の収支差によるものであります。 

 以上の結果、当中間連結会計期間末における現金及び現金同等物の残高は、前中間連結会計期間末に比べ235百万

円減少し、13,207百万円となりました。 



２ 【生産、受注及び販売の状況】 

(1) 生産実績 

当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 金額は期中の平均販売価格に生産数量を乗じて算出しております。 

２ 不動産事業の主な内容は、不動産賃貸等のため、記載しておりません。 

３ その他の事業の主な内容は、輸送サービス等のため、記載しておりません。 

４ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 受注実績 

受注生産は行っておりません。 

  

(3) 販売実績 

当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

  

(注) １ 主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとおりであります。 

  

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

事業の種類別セグメントの名称 生産高(百万円) 前年同期比(％) 

砂糖事業 9,839 ＋54.7 

その他食品事業 1,094 △9.2 

農畜産事業 3,861 △2.5 

合計 14,794 ＋28.3 

事業の種類別セグメントの名称 販売高(百万円) 前年同期比(％) 

砂糖事業 18,548 ＋9.8 

その他食品事業 1,337 △1.7 

農畜産事業 3,562 △2.3 

不動産事業 652 ＋23.0 

その他の事業 952 ＋1.5 

合計 25,054 ＋7.2 

相手先 
前中間連結会計期間 当中間連結会計期間 

販売高(百万円) 割合(％) 販売高(百万円) 割合(％) 

㈱明治フードマテリア 12,948 55.4 11,976 47.8



３ 【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループの事業上および財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生

じた課題はありません。 

  

４ 【経営上の重要な契約等】 

当中間連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

５ 【研究開発活動】 

  

 当社は、主業である甜菜糖業の基盤強化と新規事業の開発、副業部門の拡大拡充を図るために、総合研究所(北海道帯

広市)並びに農技開発課(北海道芽室町)を置き、甜菜と製糖技術を中心とした基礎研究のほか、各種の応用研究、開発研

究を積極的に取り組んでおります。 

 なお、連結子会社は研究開発活動は行っておりません。 

 当中間連結会計期間における研究開発費の総額は312百万円であります。 

 事業の種類別セグメントの研究開発活動を示すと、次のとおりであります。 

  

(1) 砂糖事業 

 甜菜関連では、主として耐病性品種の育成や軽量育苗培土など省力化栽培の研究開発に取り組んでおります。また、

製糖技術に関する基礎研究を継続的に進めていると共に、甜菜を原料としたバイオエタノール研究を進めております。 

 当事業にかかる研究開発費の総額は114百万円であります。 

  

(2) その他食品事業 

 甜菜糖副産物及び新規素材関連では、既に事業化している中でも、市場のニーズが高いベタイン、ラフィノースの増

産研究を進めると共に、まだ製品化されていない製糖副産物からの有効成分の回収技術確立に向け鋭意取り組みを行っ

ております。また、ビートパルプからのセラミド、新規オリゴ糖などの素材について大学や研究機関並びに他企業と連

携して、当社のバイオ技術及び分離精製技術を生かした研究開発を積極的に展開しております。 

 また、前年度事業化を行ったＤＦＡⅢについては、市場での拡大を目的に、㈱ファンケルと用途開発研究を進めてお

ります。 

 イースト関連では、パン用新菌株の開発と共に、乾燥酵母については、清酒用酵母に引き続き、焼酎、味噌、醤油な

どについて商品化開発を進めております。その他、バイオテクノロジー分野の研究開発に取り組むと共にアグリバイオ

の研究にも着手いたしました。 

 当事業にかかる研究開発費の総額は56百万円であります。 

  

(3) 農畜産事業 

 農業機械関連では、チェーンポットを発展させた株間の長いチェーンポット(ロングピッチ紙筒)を新規開発し、そ

菜・花卉類を対象に普及に向けた取り組みを行っています。また、移植システムとして不可欠な土詰・播種装置や育苗

培土などの開発にも積極的に取り組み、商品化を行い、その充実を図っております。関連して、ペーパーポットを用い

た馬鈴薯マイクロチューバーの移植栽培試験をキリンビール㈱や試験機関と共同で進め、その実用性に目処をつけてお

ります。 

 飼料関連では、ＤＦＡⅢ、ラフィノース、ベタイン、イーストなど機能性を持った素材による当社独自の飼料や、製

糖副産物を有効に利用した飼料の開発を進めております。また、酪農家を多面的に支援するために粗飼料分析や給餌診

断など技術システムの開発にも取り組んでおります。 



 当事業にかかる研究開発費の総額は140百万円であります。 

  



第３ 【設備の状況】 

１ 【主要な設備の状況】 

当中間連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。 

  

２ 【設備の新設、除却等の計画】 

(1) 重要な設備計画の変更 

前連結会計年度末に計画していた設備計画のうち、倉庫新設は次のように変更になりました。 

  

(注) １ 当初の完成予定は平成17年９月でありましたが、平成17年11月完了となりました。 

２ 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2) 重要な設備計画の完了 

当中間連結会計期間において、前連結会計年度末に計画中であった重要な設備の新設について重要な設備計画の

完了はありません。 

  

(3) 重要な設備の新設等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設等はありません。 

  

(4) 重要な設備の除却等 

当中間連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の除却等はありません。 

  

会社名 事業所名 
(所在地) 

事業の種類別 
セグメント 
の名称 

設備の内容 
投資予定額

資金調達方法 着手年月 完了年月 完成後の 
増加能力 総額

(百万円)
既支払額
(百万円)

国内 
子会社 

十勝鉄道㈱ 
(北海道帯広市) その他の事業 倉庫新設 422 279 自己資金

平成17年
４月 

平成17年
11月 

鉄骨造平屋建
延床面積 
3,709.35㎡ 



第４ 【提出会社の状況】 

１ 【株式等の状況】 

(1) 【株式の総数等】 

① 【株式の総数】 

  

(注) 定款での定めは次のとおりであります。 

    本会社の発行する株式の総数は２億株とする。ただし、株式の消却が行われた場合には、これに相当する株式数を減ず

る。 

  

② 【発行済株式】 

  

  

(2) 【新株予約権等の状況】 

該当事項はありません。 

  

(3) 【発行済株式総数、資本金等の状況】 

  

  

種類 会社が発行する株式の総数(株) 

普通株式 200,000,000

計 200,000,000

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 
(平成17年９月30日) 

提出日現在
発行数(株) 

(平成17年12月16日)

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 153,256,428 153,256,428
東京証券取引所
市場第一部 

― 

計 153,256,428 153,256,428 ― ― 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 
(株) 

発行済株式
総数残高 
(株) 

資本金増減額
  

(百万円) 

資本金残高
  

(百万円) 

資本準備金 
増減額 
(百万円) 

資本準備金
残高 
(百万円) 

平成17年９月30日 ― 153,256,428 ― 8,279 ― 8,404



(4) 【大株主の状況】 
平成17年９月30日現在 

 （注）１ 当社は自己株式4,789,039株を保有しておりますが、大株主の状況からは除外しております。 
    ２ 上記の所有株式数のうち信託業務に係る株式数は、次のとおりであります。 
       日本マスタートラスト信託銀行㈱    4,420千株 
       日本トラスティ・サービス信託銀行㈱  3,054千株 

  

(5) 【議決権の状況】 

① 【発行済株式】 
平成17年９月30日現在 

(注) １ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の株式が14,000株(議決権14個)含まれております。 
２ 「単元未満株式」には、当社所有の自己株式39株が含まれております。 

氏名又は名称 住所
所有株式数
(千株) 

発行済株式総数に対する
所有株式数の割合(％) 

明治製菓㈱ 東京都中央区京橋２－４－１６ 11,458 7.48

東京海上日動火災保険㈱ 東京都千代田区丸の内１－２－１ 7,633 4.98

㈱みずほ銀行 
(常任代理人 資産管理サ
ービス信託銀行㈱) 

東京都千代田区内幸町１－１－５
(東京都中央区晴海１－８－12) 

7,337 4.79

ニッテン共栄会 東京都中央区港区三田３－１２－１４ 5,556 3.63

農林中央金庫 東京都千代田区有楽町１－１３－２ 5,149 3.36

日本マスタートラスト信託
銀行㈱信託口 

東京都港区浜松町２－１１－３ 4,420 2.88

明治乳業㈱ 東京都江東区新砂１－２－１０ 3,250 2.12

日本トラスティ・サービス
信託銀行㈱信託口 

東京都中央区晴海１－８－１１ 3,054 1.99

日本生命保険(相) 東京都千代田区丸の内１－６－６ 2,776 1.81

日本通運㈱ 東京都港区東新橋１－９－３ 2,702 1.76

計 ― 53,339 34.80

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 ― ― ― 

議決権制限株式(自己株式等) ― ― ― 

議決権制限株式(その他) ― ― ― 

完全議決権株式(自己株式等) 
自己保有株式 
普通株式4,789,000 

― ― 

完全議決権株式(その他) 
普通株式

146,866,000 
146,866 ― 

単元未満株式 
普通株式
1,601,428 

― ― 

発行済株式総数 153,256,428 ― ― 

総株主の議決権 ― 146,866 ― 



  

② 【自己株式等】 
平成17年９月30日現在 

(注) 株主名簿上は当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権1個)あります。 
なお、当該株式は上記①「発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 
  
  
  

２ 【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

  

(注) 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 

  

３ 【役員の状況】 

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当半期報告書提出日までにおいて、役員の異動はありません。 

  

所有者の氏名 
又は名称 

所有者の住所 
自己名義
所有株式数 
(株) 

他人名義
所有株式数 
(株) 

所有株式数
の合計 
(株) 

発行済株式総数
に対する所有 
株式数の割合(％)

(自己保有株式) 
日本甜菜製糖株式会社 

東京都港区三田３－12－14 4,789,000 ― 4,789,000 3.12

計 ― 4,789,000 ― 4,789,000 3.12

月別 平成17年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 272 261 258 264 270 283

最低(円) 232 235 239 249 235 256



第５ 【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1) 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成11年大蔵省令第

24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用

語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第

３項のただし書きにより、改正前の中間連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

 

  

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38号。

以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

ただし、前中間会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）については、「財務諸表等の用語、様

式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日 内閣府令第５号）附則第３項の

ただし書きにより、改正前の中間財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

 

  

２ 監査証明について 

当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間連結会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日ま

で)及び前中間会計期間(平成16年４月１日から平成16年９月30日まで)並びに当中間連結会計期間(平成17年４月１日

から平成17年９月30日まで)及び当中間会計期間(平成17年４月１日から平成17年９月30日まで)の中間連結財務諸表及

び中間財務諸表について、あずさ監査法人により中間監査を受けております。 

  



１ 【中間連結財務諸表等】 

(1) 【中間連結財務諸表】 

① 【中間連結貸借対照表】 

  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

資産の部           

Ⅰ 流動資産           

１ 現金及び預金     13,472 13,337   10,710 

２ 受取手形及び売掛金     7,037 6,942   6,636 

３ たな卸資産     8,088 10,539   24,577 

４ 前払費用     3,610 3,197   41 

５ その他     2,336 1,646   6,520 

貸倒引当金     △2 △2   △2 

流動資産合計     34,543 43.5 35,660 41.1   48,484 50.9

Ⅱ 固定資産           

１ 有形固定資産 ※１         

  建物及び構築物 ※２ 
※４ 13,064   13,173 13,603   

  機械装置及び運搬具 ※４ 6,641   7,653 8,736   

  土地 ※２ 5,269   5,191 5,265   

  その他 ※４ 3,564 28,539 35.9 2,859 28,877 33.3 1,003 28,607 30.0

２ 無形固定資産 ※４   234 0.3 242 0.3   264 0.3

３ 投資その他の資産           

  投資有価証券 ※２ 15,497   21,166 17,181   

  その他   622   896 721   

   貸倒引当金   △16 16,104 20.3 △1 22,061 25.3 △1 17,900 18.8

固定資産合計     44,878 56.5 51,182 58.9   46,772 49.1

資産合計     79,421 100.0 86,842 100.0   95,257 100.0

            



  

  

    
前中間連結会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

負債の部           

Ⅰ 流動負債           

 １ 支払手形及び買掛金 ※２   1,367 1,572   1,403 

 ２ 短期借入金 ※２   2,481 2,565   17,087 

 ３ その他 ※２   6,796 7,228   4,650 

   流動負債合計     10,644 13.4 11,367 13.1   23,141 24.3

Ⅱ 固定負債           

 １ 長期借入金 ※２   2,167 1,812   1,920 

 ２ 繰延税金負債     ― 5,437   3,840 

 ３ 退職給付引当金     4,293 4,365   4,395 

 ４ 役員退職慰労引当金     134 175   154 

 ５ 預り保証金 ※２   4,912 4,885   5,124 

 ６ その他 ※２   3,816 1,259   1,257 

   固定負債合計     15,324 19.3 17,933 20.6   16,691 17.5

   負債合計     25,969 32.7 29,301 33.7   39,833 41.8

少数株主持分           

  少数株主持分     ― ― ― ―   ― ―

資本の部           

Ⅰ 資本金     8,279 10.4 8,279 9.5   8,279 8.7

Ⅱ 資本剰余金     8,405 10.6 8,405 9.7   8,405 8.8

Ⅲ 利益剰余金     33,281 41.9 34,052 39.2   34,279 36.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金     4,247 5.3 7,581 8.7   5,229 5.5

Ⅴ 自己株式     △761 △0.9 △777 △0.8   △769 △0.8

   資本合計     53,452 67.3 57,541 66.3   55,423 58.2

   負債、少数株主持分 
   及び資本合計     79,421 100.0 86,842 100.0   95,257 100.0

            



② 【中間連結損益計算書】 

  

  

    
前中間連結会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
要約連結損益計算書 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     23,379 100.0 25,054 100.0   49,679 100.0

Ⅱ 売上原価     15,983 68.4 17,636 70.4   34,292 69.0

   売上総利益     7,396 31.6 7,417 29.6   15,387 31.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費           

 １ 販売費 ※１ 5,173   5,470 11,042   

 ２ 一般管理費 ※１ 1,381 6,555 28.0 1,239 6,709 26.8 2,493 13,535 27.3

   営業利益     841 3.6 707 2.8   1,851 3.7

Ⅳ 営業外収益           

 １ 受取利息   3   4 6   

 ２ 受取配当金   136   136 188   

 ３ 持分法による投資利益   31   31 62   

 ４ その他   44 215 0.9 50 222 0.9 97 354 0.7

Ⅴ 営業外費用           

 １ 支払利息   87   110 251   

 ２ 固定資産処分損   211   106 239   

 ３ その他   33 332 1.4 17 234 0.9 53 543 1.1

   経常利益     723 3.1 695 2.8   1,662 3.3

Ⅵ 特別利益           

 １ 固定資産売却益 ※２ 5   3 618   

 ２ 振興資金助成金   53   263 53   

 ３ 精製糖助成金   102   68 170   

 ４ その他   0 161 0.7 13 349 1.4 67 909 1.8

Ⅶ 特別損失           

 １ 固定資産処分損 ※３ 59   7 134   

 ２ 減損損失 ※４ ―   73 ―   

 ３ 植栽事業撤退費   ― 59 0.3 ― 81 0.4 33 167 0.3

   税金等調整前 
   中間(当期)純利益     825 3.5 963 3.8   2,404 4.8

   法人税、住民税 
   及び事業税 ※５ 366   421 278   

   法人税等調整額   ― 366 1.5 ― 421 1.6 669 947 1.9

   中間(当期)純利益     458 2.0 541 2.2   1,457 2.9

            



③ 【中間連結剰余金計算書】 

  

  

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

(資本剰余金の部)     

Ⅰ 資本剰余金期首残高   8,405 8,405   8,405

Ⅱ 資本剰余金増加高     

 １ 自己株式処分差益 0 0 0 0 0 0

Ⅲ 資本剰余金中間 
  期末(期末)残高 

  8,405 8,405   8,405

(利益剰余金の部)     

Ⅰ 利益剰余金期首残高   33,591 34,279   33,591

Ⅱ 利益剰余金増加高     

 １ 中間(当期)純利益 458 458 541 541 1,457 1,457

Ⅲ 利益剰余金減少高     

 １ 配当金 743 742 743 

 ２ 役員賞与 26 26 26 

  （うち監査役賞与） (1) 769 (1) 768 (1) 769

Ⅳ 利益剰余金中間 
  期末(期末)残高 

  33,281 34,052   34,279

      



④ 【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

   
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅰ 営業活動による 
キャッシュ・フロー 

  

税金等調整前 
中間(当期)純利益 

 825 963 2,404

減価償却費  1,221 1,309 2,818

減損損失  ― 73 ―

持分法による投資利益  △31 △31 △62

貸倒引当金の増加額 
（又は減少額△) 

 1 △0 △12

退職給付引当金の減少額  △194 △30 △92

役員退職慰労引当金の 
増加額(又は減少額△) 

 △129 21 △109

受取利息及び配当金  △139 △141 △194

支払利息  87 110 251

有形固定資産売却損益  △0 △3 △613

有形固定資産除却損  179 54 199

振興資金助成金  △53 △263 △53

移転補償金  ― ― △53

売上債権の減少額 
（又は増加額△) 

 63 △303 464

たな卸資産の減少額 
（又は増加額△) 

 11,297 14,038 △5,191

前払費用の増加額  △3,509 △3,156 △30

未収入金の減少額  7,814 5,335 2,928

仕入債務の増加額 
（又は減少額△） 

 △571 169 △535

未払消費税の増加額 
（又は減少額△） 

 △6 △29 22

役員賞与の支払額  △26 △26 △26

その他  160 410 △25

小計  16,989 18,500 2,087

利息及び配当金の受取額  139 140 194

利息の支払額  △129 △134 △244

災害による保険金収入  ― 54 ―

法人税等の支払額(△) 
又は還付額 

 △403 124 △685

営業活動による 
キャッシュ・フロー 

 16,596 18,685 1,352



  

  
  

    
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

区分 
注記 
番号 

金額(百万円) 金額(百万円) 金額(百万円) 

Ⅱ 投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 

定期預金の預入による支出  △30 △100 △30

定期預金の払戻による収入  30 ― 30

投資有価証券の取得による 
支出 

 △0 △1 △1

有形固定資産の取得による 
支出 

 △5,058 △1,826 △7,148

有形固定資産の売却による 
収入 

 7 451 181

移転補償金による収入  ― 0 53

預り保証金の受入れによる
収入 

 ― ― 1,526

預り保証金の返還による 
支出 

 ― △208 △404

その他  1,467 905 341

投資活動による 
キャッシュ・フロー 

 △3,585 △778 △5,451

Ⅲ 財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 

短期借入れによる収入  2,220 1,970 28,070

短期借入金の返済による 
支出 

 △14,400 △16,540 △25,730

長期借入れによる収入  1,960 200 2,000

長期借入金の返済による 
支出 

 △151 △259 △353

配当金の支払額  △741 △742 △743

自己株式の取得による支出  △25 △7 △34

自己株式の売却による収入  0 0 1

財務活動による 
キャッシュ・フロー 

 △11,139 △15,379 3,209

Ⅳ 現金及び現金同等物 
の増加額(又は減少額△) 

 1,872 2,526 △889

Ⅴ 現金及び現金同等物 
の期首残高 

 11,570 10,680 11,570

Ⅵ 現金及び現金同等物の 
中間期末(期末)残高 

※１ 13,442 13,207 10,680

   



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 
  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 連結の範囲に関する事項 

子会社は全て連結しております。 

連結子会社の数 ３社 

主要な連結子会社の名称 

十勝鉄道㈱ 

スズラン企業㈱ 

ニッテン商事㈱ 

１ 連結の範囲に関する事項 

同左 

１ 連結の範囲に関する事項 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数 １社 

主要な会社等の名称 

 関門製糖㈱ 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数 １社 

主要な会社等の名称 

同左 

２ 持分法の適用に関する事項 

持分法適用の関連会社数 １社 

主要な会社等の名称 

同左 

持分法を適用しない非連結子会社お

よび関連会社のうち主要な会社等の

名称 

てん菜原料糖㈱ 

持分法を適用しない非連結子会社お

よび関連会社のうち主要な会社等の

名称 

同左 

持分法を適用しない非連結子会社お

よび関連会社のうち主要な会社等の

名称 

同左 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ

中間純損益および利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持

分法の適用から除外しておりま

す。 

持分法を適用しない理由 

同左 

持分法を適用しない理由 

持分法非適用会社は、それぞれ

当期純損益および利益剰余金等に

及ぼす影響が軽微であり、かつ全

体としても重要性がないため、持

分法の適用から除外しておりま

す。 

      

他の会社等の議決権の20％以上、

50％以下を自己の計算において所有

しているにもかかわらず関連会社と

しなかった当該他の会社等の名称 

ホクト商事㈱ 

関連会社としなかった理由 

当社の100％子会社であるニッ

テン商事㈱は当該他の会社の議決

権の約23％を所有しております

が、経営に参加していないことか

ら、財務および経営方針について

全く影響を与えておらず、かつ、

同社の仕入取引について上記子会

社との取引割合も僅少であるため

であります。 

他の会社等の議決権の20％以上、

50％以下を自己の計算において所有

しているにもかかわらず関連会社と

しなかった当該他の会社等の名称 

同左 

関連会社としなかった理由 

同左 

他の会社等の議決権の20％以上、

50％以下を自己の計算において所有

しているにもかかわらず関連会社と

しなかった当該他の会社等の名称 

同左 

関連会社としなかった理由 

同左 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

 連結子会社の中間決算日は、中

間連結決算日と一致しておりま

す。 

３ 連結子会社の中間決算日等に関

する事項 

同左 

３ 連結子会社の事業年度等に関す

る事項 

 連結子会社の事業年度末日は、

連結決算日と一致しております。 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

４ 会計処理基準に関する事項 

(1) 重要な資産の評価基準及び評価

方法 

① 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結会計期間末日の

市場価格等に基づく時価

法(評価差額は、全部資

本直入法により処理し、

売却原価は、移動平均法

により算定) 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

連結会計年度末日の市場

価格等に基づく時価法

(評価差額は、全部資本

直入法により処理し、売

却原価は、移動平均法に

より算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

② デリバティブ 

時価法 

② デリバティブ 

同左 

② デリバティブ 

同左 

③ たな卸資産 

商品、製品、半製品、仕掛品 

主として総平均法による原

価法 

③ たな卸資産 

商品、製品、半製品、仕掛品 

同左 

③ たな卸資産 

商品、製品、半製品、仕掛品 

同左 

原材料、貯蔵品 

月別総平均法による原価法 

原材料、貯蔵品 

同左 

原材料、貯蔵品 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数および残存価

額については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によって

おります。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額法

によっております。 

 なお、中間財務諸表作成基準

注解２により、事業年度に係る

減価償却費の額を期間按分する

方法によっております。 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

同左 

(2) 重要な減価償却資産の減価償却

の方法 

① 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数および残存価

額については、法人税法に規定

する方法と同一の基準によって

おります。 

 ただし、平成10年４月１日以

降に取得した建物(建物附属設

備は除く)については、定額法

によっております。 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

② 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、

法人税法に規定する方法と同一

の基準によっております。 

 ただし、ソフトウェア(自社

利用分)については、社内にお

ける利用可能期間(５年)に基づ

く定額法によっております。 

② 無形固定資産 

同左 

② 無形固定資産 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の取立不能に備えるた

め、下記のとおり計上しており

ます。 

一般債権 

貸倒実績率法によっておりま

す。 

貸倒懸念債権等 

財務内容評価法によっており

ます。 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の取立不能に備えるた

め、下記のとおり計上しており

ます。 

一般債権 

同左 

  

貸倒懸念債権等 

同左 

(3) 重要な引当金の計上基準 

① 貸倒引当金 

 債権の取立不能に備えるた

め、下記のとおり計上しており

ます。 

一般債権 

同左 

  

貸倒懸念債権等 

同左 

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当中間連結会

計期間末において発生している

と認められる額を計上しており

ます。 

 数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(15年)による按分額を翌連結会

計年度より費用処理することと

しております。 

② 退職給付引当金 

同左 

  

② 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当連結会計年度末における

退職給付債務および年金資産の

見込額に基づき、当連結会計年

度末において発生していると認

められる額を計上しておりま

す。 

 数理計算上の差異について

は、その発生時の従業員の平均

残存勤務期間以内の一定の年数

(15年)による按分額を翌連結会

計年度より費用処理することと

しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、会社所定の基準に基

づく中間期末要支給見込額を計

上しております。 

③ 役員退職慰労引当金 

同左 

  

③ 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備

えるため、会社所定の基準に基

づく期末要支給見込額を計上し

ております。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のフ

ァイナンス・リース取引について

は、通常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によっておりま

す。 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 

(4) 重要なリース取引の処理方法 

同左 



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

 為替予約については振当処理

を行い、通貨オプションについ

ては繰延ヘッジ処理を行ってお

ります。 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

(5) 重要なヘッジ会計の方法 

① ヘッジ会計の方法 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引お 

よび通貨オプシ 

ョン取引 

ヘッジ対象 外貨建金銭債務 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

② ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

③ ヘッジ方針 

原材料の輸入に関わる為替相

場の変動リスクを回避する目的

で為替予約取引等を行い、輸入

取引の範囲内で為替変動リスク

をヘッジしております。 

③ ヘッジ方針 

同左 

③ ヘッジ方針 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約および通貨オプショ

ンの締結時に、リスク管理方針

に従って、同一通貨による同一

金額で同一期日の為替予約およ

び通貨オプションを対応させて

いるため、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全に確

保されており、その判定をもっ

て有効性の判定に代えておりま

す。（中間決算日における有効

性の評価を省略しておりま

す。） 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

④ ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約および通貨オプシ

ョンの締結時に、リスク管理

方針に従って、同一通貨によ

る同一金額で同一期日の為替

予約および通貨オプションを

対応させているため、その後

の為替相場の変動による相関

関係は完全に確保されてお

り、その判定をもって有効性

の判定に代えております。

（決算日における有効性の評

価を省略しております。） 

(6) その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税は税

抜方式によっております。 

(6) その他中間連結財務諸表作成の

ための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

(6) その他連結財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金および取

得日から３ヶ月以内に満期日の到

来する流動性の高い、容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動に

ついて僅少なリスクしか負わない

短期的な投資であります。 

５ 中間連結キャッシュ・フロー計

算書における資金の範囲 

同左 

５ 連結キャッシュ・フロー計算書

における資金の範囲 

同左 



会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間連結会計期間から「固定資

産の減損に係る会計基準」（「固定

資産の減損に係る会計基準の設定に

関する意見書」（企業会計審議会

平成14年8月9日））及び「固定資産

の減損に係る会計基準の適用指針」

（企業会計基準委員会 平成15年10

月31日 企業会計基準適用指針第6

号）を適用しております。 

 これにより税金等調整前中間純利

益が73百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間連結財務諸表規則

に基づき当該各資産の金額から直接

控除しております。 

────── 

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間 
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

────── （中間連結貸借対照表）
 前中間連結会計期間において固定負債の「その他」に
含めて表示しておりました「繰延税金負債」（前中間連
結会計期間2,610百万円）については負債、少数株主持
分及び資本合計の100分の５超となったため、当中間連
結会計期間より区分掲記しております。 

  
────── （中間連結キャッシュ・フロー計算書） 

 前中間連結会計期間において投資活動によるキャッシ
ュ・フローの「その他」に含めて表示しておりました
「預り保証金の受入れによる収入」および「預り保証金
の返還による支出」については、重要性が増したため、
区分掲記しております。 
 なお、前中間連結会計期間における「預り保証金の受
入れによる収入」は1,217百万円、「預り保証金の返還
による支出」は△201百万円であります。 



追加情報 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間連結会計期間から

「法人事業税における外形標準課税

部分の損益計算書上の表示について

の実務上の取扱い」(平成16年２月

13日 企業会計基準委員会 実務対応

報告第12号)に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販

売費及び一般管理費に計上しており

ます。 

この結果、販売費及び一般管理費

が31百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前中間純利益

が、31百万円減少しております。 

────── 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当連結会計年度から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が56百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税金等調整前当期純利益

が、56百万円減少しております。 



注記事項 

(中間連結貸借対照表関係) 

  

  

前中間連結会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間末
(平成17年９月30日) 

前連結会計年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

49,205百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

51,204百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

50,575百万円 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1)有形固定資産のうち一部を下

記のとおり担保に供しており

ます。 

  商品仕入れ代96百万円および預

り保証金・敷金5,184百万円の

担保 

建物 5,018百万円

土地 100 〃 

計 5,119 〃 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1)有形固定資産のうち一部を下

記のとおり担保に供しており

ます。 

  商品仕入れ代133百万円および

預り保証金・敷金5,327百万円

の担保 

建物 5,306百万円

土地 99 〃 

計 5,406 〃 

※２ 担保資産及び担保付債務 

 (1) 有形固定資産のうち一部を下

記のとおり担保に供しており

ます。 

  商品仕入れ代119百万円および

預り保証金・敷金5,515百万円

の担保 

建物 5,442百万円

土地 99 〃 

計 5,542 〃 

 (2) 投資有価証券のうち一部を下

記のとおり担保に供しており

ます。 

  (イ)長期借入金(一年内返済予

定長期借入金461百万円を

含む)2,628百万円の担保 

2,720百万円 

 (2) 投資有価証券のうち一部を下

記のとおり担保に供しており

ます。 

  (イ)長期借入金(一年内返済予

定長期借入金595百万円を

含む)2,407百万円の担保 

4,615百万円 

 (2) 投資有価証券のうち一部を下

記のとおり担保に供しており

ます。 

  (イ)長期借入金(一年内返済予

定長期借入金547百万円を

含む)2,467百万円の担保 

3,108百万円 

  (ロ)従業員預り金1,069百万円

の担保 

1,461百万円 

  (ロ)従業員預り金1,084百万円

の担保 

2,169百万円 

  (ロ)従業員預り金1,083百万円

の担保 

1,735百万円 

  (賃金の支払の確保等に関する

法律施行規則第２条第１項第３

号に基づくもの) 

   計 4,181百万円

  (賃金の支払の確保等に関する

法律施行規則第２条第１項第３

号に基づくもの) 

   計 6,784百万円

  (賃金の支払の確保等に関する

法律施行規則第２条第１項第３

号に基づくもの) 

   計 4,843百万円

３ 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っており

ます。 

関門製糖㈱ 139百万円

３ 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っており

ます。 

関門製糖㈱ 117百万円

３ 偶発債務 

   連結子会社以外の会社の金融

機関からの借入金に対して、次

のとおり債務保証を行っており

ます。 

関門製糖㈱ 128百万円

※４ 国庫補助金等の受入により固

定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額 

※４ 国庫補助金等の受入により固

定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額 

※４ 国庫補助金等の受入により固

定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額 

建物 133百万円

構築物 57 〃 

機械及び装置 758 〃 

車両運搬具 0 〃 

工具器具備品 61 〃 

無形固定資産 17 〃 

計 1,029 〃 

建物 140百万円

構築物 235 〃 

機械及び装置 1,461 〃 

車両運搬具 0 〃 

工具器具備品 61 〃 

無形固定資産 17 〃 

計 1,916 〃 

建物 134百万円

構築物 194 〃 

機械及び装置 998 〃 

車両運搬具 0 〃 

工具器具備品 61 〃 

無形固定資産 17 〃 

計 1,407 〃 



(中間連結損益計算書関係) 

  

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

内訳 

 (1) 販売費 

運送・保管費 2,946百万円

販売促進費 1,280 〃 

賃金・賞与 
手当 

512 〃 

退職給付費用 50 〃 

減価償却費 70 〃 

※１ 販売費及び一般管理費の主な

内訳 

 (1) 販売費 

運送・保管費 3,178百万円

販売促進費 1,310 〃

賃金・賞与
手当 

529 〃

退職給付費用 43 〃

減価償却費 71 〃

※１ 販売費及び一般管理費の主な

内訳 

 (1) 販売費 

運送・保管費 6,521百万円

販売促進費 2,601 〃 

賃金・賞与 
手当 

1,028 〃 

退職給付費用 100 〃 

減価償却費 149 〃 

 (2) 一般管理費 

賃金・賞与 
手当 

358百万円

退職給付費用 83 〃 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

19 〃 

減価償却費 16 〃 

研究開発費 322 〃 

 (2) 一般管理費 

賃金・賞与
手当 

348百万円

退職給付費用 53 〃

役員退職慰労
引当金繰入額

22 〃

減価償却費 24 〃

研究開発費 312 〃

 (2) 一般管理費 

賃金・賞与 
手当 

680百万円

退職給付費用 131 〃 

役員退職慰労 
引当金繰入額 

39 〃 

減価償却費 40 〃 

研究開発費 593 〃 

※２ 固定資産売却益の内訳 

土地 5百万円

※２ 固定資産売却益の主な内訳 

機械装置 2百万円

車両運搬具 1 〃

※２ 固定資産売却益の内訳 

土地 618百万円

※３ 固定資産処分損の主な内訳 

建物売却損 4百万円

建物処分損 50 〃 

構築物処分損 4 〃 

※３ 固定資産処分損の主な内訳 

建物処分損 7百万円

  

  

※３ 固定資産処分損の主な内訳 

建物売却損 4百万円

建物処分損 69 〃 

構築物処分損 60 〃 

      



  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

―――――― ※４ 減損損失 

当社グループは、以下の資産

グループについて減損損失を計

上しました。 

（経緯） 

 上記の土地については、いず

れも北海道でのビート糖事業に

おける原料ビートの中間貯蔵場

等に利用しておりましたが、事

業合理化に伴い、現在は遊休資

産となり、今後の利用計画も無

いことから帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上

しました。 

（グルーピングの方法） 

 原則として事業部門別に区分

し、賃貸用不動産及び遊休資産

については、個々の物件単位で

グルーピングをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、固定資

産税評価額に基づいた時価によ

り評価しております。 

用途 種類 場所 金額

遊休 土地 江別市 20百万円

 〃 〃 由仁町 41 〃

〃 〃 中札内村 11 〃

   計  73 〃

―――――― 

※５ 法人税等の表示方法 

   税効果会計の適用に当たり

「簡便法」を採用しているの

で、法人税等調整額を含めた金

額で一括掲記しております。 

※５ 法人税等の表示方法 

同左 

―――――― 



(中間連結キャッシュ・フロー計算書関係) 

  

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の中間期

末残高と中間連結貸借対照表に

掲記されている科目の金額との

関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残

高と連結貸借対照表に掲記され

ている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 13,472百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△30 〃 

現金及び現金同等物 13,442百万円
  

現金及び預金勘定 13,337百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△130 〃 

現金及び現金同等物 13,207百万円
  

現金及び預金勘定 10,710百万円

預入期間が３か月を
超える定期預金 

△30 〃 

現金及び現金同等物 10,680百万円
 



(リース取引関係)  

  

  
  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 

  
機械装置 
及び運搬具 

取得価額相当額 201百万円

減価償却累計額 
相当額 

6 〃 

中間期末残高 
相当額 

194 〃 

  
機械装置
及び運搬具 

取得価額相当額 201百万円

減価償却累計額
相当額 

21 〃

中間期末残高
相当額 

179 〃

機械装置 
及び運搬具 

取得価額相当額 201百万円

減価償却累計額 
相当額 

14 〃 

期末残高
相当額 

187 〃 

  取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

  取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

  取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

一年以内 15百万円

一年超 179 〃 

合計 194 〃 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

一年以内 15百万円

一年超 163 〃 

合計 179 〃 

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

一年以内 15百万円

一年超 171 〃 

合計 187 〃 

   未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

   未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

   未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 6百万円

減価償却費 
相当額 

6 〃 

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 7百万円

減価償却費
相当額 

7 〃 

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 14百万円

減価償却費
相当額 

14 〃 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

２ オペレーティング・リース取引 

(貸手側) 

 未経過リース料 

一年以内 1,047百万円

一年超 13,315 〃 

合計 14,363 〃 

２ オペレーティング・リース取引 

(貸手側) 

 未経過リース料 

一年以内 1,033百万円

一年超 12,101 〃 

合計 13,134 〃 

２ オペレーティング・リース取引 

(貸手側) 

 未経過リース料 

一年以内 1,033百万円

一年超 12,617 〃 

合計 13,650 〃 

      



 (有価証券関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

また、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～

50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

１ 時価のある有価証券 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

また、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～

50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

区分 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

その他有価証券   

   株式 6,208 13,347 7,138

主な内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

   非上場株式（店頭売買株式を除く） 96 

   優先出資証券 1,000 

    計 1,096 

区分 取得原価(百万円) 
中間連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

その他有価証券   

   株式 6,226 18,969 12,743

主な内容 中間連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

   非上場株式 81 

   優先出資証券 1,000 

    計 1,081 



前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

１ 時価のある有価証券 

(注) 表中の「取得原価」は減損処理後の帳簿価額であります。 

 また、減損処理にあたっては、期末における時価が取得原価に比べ50％以上下落した場合には全て減損処理を行い、30～

50％程度下落した場合には、回復可能性等を考慮して必要と認められた額について減損処理を行っております。 

  

２ 時価評価されていない有価証券 

  

  

  

(デリバティブ取引関係) 

前中間連結会計期間末(平成16年９月30日) 

 デリバティブ取引の契約残高はないため、記載すべき事項はありません。 

  

当中間連結会計期間末(平成17年９月30日) 

 デリバティブ取引の契約残高はないため、記載すべき事項はありません。 

  

前連結会計年度末(平成17年３月31日) 

 デリバティブ取引の契約残高はないため、記載すべき事項はありません。 

  

区分 取得原価(百万円) 
連結貸借対照表計上額 

(百万円) 
差額(百万円) 

その他有価証券   

株式 6,225 15,015 8,789

主な内容 連結貸借対照表計上額(百万円) 

その他有価証券 

 非上場株式 81 

 優先出資証券 1,000 

  計 1,081 



(セグメント情報) 

【事業の種類別セグメント情報】 

前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)  

  

(注) １ 事業区分は製品の種類・性質および販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

砂糖事業………ビート糖、精糖、ビート糖蜜、精糖蜜、ポケットシュガー等 

その他食品事業……イースト、ラフィノース、ベタイン、ＤＦＡⅢ等 

農畜産事業……ビートパルプ、配合飼料、紙筒、種子、調整泥炭、農業機材 

不動産事業……不動産賃貸等 

その他の事業…貨物運送、石油類販売、スポーツ施設・書店営業等 

  

当中間連結会計期間(自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日)  

  

(注) １ 事業区分は製品の種類・性質および販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

砂糖事業………ビート糖、精糖、ビート糖蜜、精糖蜜、ポケットシュガー等 

その他食品事業……イースト、ラフィノース、ベタイン、ＤＦＡⅢ等 

農畜産事業……ビートパルプ、配合飼料、紙筒、種子、調整泥炭、農業機材 

不動産事業……不動産賃貸等 

その他の事業…貨物運送、石油類販売、スポーツ施設・書店営業等 

  

  
砂糖事業 

(百万円) 

その他 
食品事業 
(百万円) 

農畜産
事業 
(百万円)

不動産
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高 
  

      

(1)外部顧客に 
対する売上高 

16,900 1,360 3,648 530 939 23,379 ― 23,379 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

0 15 0 47 493 556 (556) ― 

計 16,901 1,375 3,648 578 1,432 23,936 (556) 23,379 

営業費用 16,379 1,273 3,521 375 1,571 23,121 (583) 22,538 

営業利益又は 
営業損失(△) 

521 101 127 203 △138   814 26 841 

  
砂糖事業 

(百万円) 

その他 
食品事業 
(百万円) 

農畜産
事業 
(百万円)

不動産
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高 
  

      

(1)外部顧客に 
対する売上高 

18,548 1,337 3,562 652 952 25,054 ― 25,054 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

0 15 0 47 913 977 (977) ― 

計 18,549 1,352 3,562 700 1,865 26,031 (977) 25,054 

営業費用 18,305 1,212 3,421 394 2,008 25,342 (996) 24,346 

営業利益又は 
営業損失(△) 

244 139 141 305 △142   688 19 707 



前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)  
  

(注) １ 事業区分は製品の種類・性質および販売市場等の類似性を考慮して区分しております。 

２ 各事業区分に属する主要な内容 

砂糖事業………ビート糖、精糖、ビート糖蜜、精糖蜜、ポケットシュガー等 

その他食品事業……イースト、ラフィノース、ベタイン、ＤＦＡⅢ等 

農畜産事業……ビートパルプ、配合飼料、紙筒、種子、調整泥炭、農業機材 

不動産事業……不動産賃貸等 

その他の事業…貨物運送、石油類販売、スポーツ施設・書店営業等 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)および当中間連結会計期間(自 平成17年４

月１日 至 平成17年９月30日)ならびに前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)におい

て、本邦以外の国または地域に所在する連結子会社および重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

  

【海外売上高】 

 前中間連結会計期間(自 平成16年４月１日 至 平成16年９月30日)および当中間連結会計期間(自 平成17年４

月１日 至 平成17年９月30日)ならびに前連結会計年度(自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日)におい

て、海外売上高が、いずれも連結売上高の10％未満のため記載を省略しております。 

  

  
砂糖事業 

(百万円) 

その他 
食品事業 
(百万円) 

農畜産
事業 
(百万円)

不動産
事業 
(百万円)

その他の
事業 
(百万円)

計 

(百万円) 

消去 
又は全社 
(百万円) 

連結 

(百万円) 

売上高 
  

      

(1)外部顧客に 
対する売上高 

33,290 2,763 10,483 1,179 1,961 49,679 ― 49,679 

(2)セグメント間の内部 
売上高又は振替高 

1 30 0 95 5,538 5,665 (5,665) ― 

計 33,292 2,794 10,484 1,275 7,499 55,345 (5,665) 49,679 

営業費用 33,694 2,512 9,148 743 7,393 53,492 (5,664) 47,828 

営業利益又は 
営業損失(△) 

△402 282 1,336 531 106 1,853 (1) 1,851 



(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間連結会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 359円87銭 １株当たり純資産額 387円57銭 １株当たり純資産額 373円06銭

１株当たり中間純利益 ３円09銭 １株当たり中間純利益 ３円65銭 １株当たり当期純利益 ９円63銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

  
前中間連結会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間連結会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前連結会計年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間連結損益計算書上の中間(当期)

純利益(百万円) 
458 541 1,457 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円) 

458 541 1,430

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳(百万円) 

      

利益処分による役員賞与金 ― ― 26 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 26 

普通株式の期中平均株式数(千株) 148,592 148,481 148,551 



２ 【中間財務諸表等】 

(1) 【中間財務諸表】 

① 【中間貸借対照表】 

  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

資産の部           

Ⅰ 流動資産           

 １ 現金及び預金   13,186   12,967 10,293   

 ２ 受取手形   197   186 152   

 ３ 売掛金   6,921   6,822 6,441   

 ４ たな卸資産   7,844   10,309 24,352   

 ５ 前払費用   3,599   3,187 41   

 ６ その他 ※５ 1,939   1,186 6,468   

    貸倒引当金   △1   △1 △1   

  流動資産合計     33,688 43.9 34,657 41.4   47,748 51.5

Ⅱ 固定資産           

 １ 有形固定資産 ※１         

    建物 ※２ 
※４ 10,634   10,722 10,999   

    機械及び装置 ※４ 6,191   7,207 8,304   

    土地 ※２ 5,093   5,014 5,088   

    その他 ※４ 5,286   4,371 2,916   

   有形固定資産合計   27,206   27,315 27,309   

 ２ 無形固定資産 ※４ 223   233 254   

 ３ 投資その他の資産           

    投資有価証券 ※２ 15,102   20,599 16,699   

    その他   571   861 686   

     貸倒引当金   △16   △0 △1   

   投資その他の資産合計   15,657   21,460 17,383   

  固定資産合計     43,087 56.1 49,009 58.6   44,948 48.5

  資産合計     76,775 100.0 83,666 100.0   92,696 100.0

            



  

  

    
前中間会計期間末 

(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末 

(平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約貸借対照表 
(平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 構成比

(％) 金額(百万円)
構成比
(％) 金額(百万円) 構成比

(％) 

負債の部           

Ⅰ 流動負債           

 １ 買掛金   1,421   1,640 1,254   

 ２ 短期借入金 ※２ 3,241   3,395 18,097   

 ３ その他 ※２ 
※５ 6,276   6,417 4,435   

  流動負債合計     10,939 14.3 11,453 13.7   23,787 25.7

Ⅱ 固定負債           

 １ 長期借入金 ※２ 2,167   1,812 1,920   

 ２ 繰延税金負債   ―   5,288 3,709   

 ３ 退職給付引当金   4,281   4,360 4,391   

 ４ 役員退職慰労引当金   126   161 143   

 ５ 預り保証金 ※２ 4,706   4,691 4,924   

 ６ その他 ※２ 3,633   1,193 1,190   

  固定負債合計     14,916 19.4 17,507 20.9   16,279 17.5

  負債合計     25,855 33.7 28,961 34.6   40,066 43.2

資本の部           

Ⅰ 資本金     8,279 10.8 8,279 9.9   8,279 8.9

Ⅱ 資本剰余金           

 １ 資本準備金   8,404   8,404 8,404   

 ２ その他資本剰余金   0   0 0   

   資本剰余金合計     8,405 11.0 8,405 10.0   8,405 9.1

Ⅲ 利益剰余金           

 １ 利益準備金   2,069   2,069 2,069   

 ２ 任意積立金   24,453   25,238 24,453   

 ３ 中間(当期)未処分利益   4,218   3,963 4,987   

   利益剰余金合計     30,741 40.0 31,272 37.4   31,510 34.0

Ⅳ その他有価証券評価 
  差額金     4,255 5.5 7,525 9.0   5,204 5.6

Ⅴ 自己株式     △761 △1.0 △777 △0.9   △769 △0.8

  資本合計     50,920 66.3 54,705 65.4   52,630 56.8

  負債資本合計     76,775 100.0 83,666 100.0   92,696 100.0

            



② 【中間損益計算書】 

  

  

    
前中間会計期間 

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間 

(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
要約損益計算書 

(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

区分 注記 
番号 金額(百万円) 百分比

(％) 金額(百万円)
百分比
(％) 金額(百万円) 百分比

(％) 

Ⅰ 売上高     22,173 100.0 23,882 100.0   47,195 100.0

Ⅱ 売上原価     15,056 67.9 16,720 70.0   32,641 69.2

   売上総利益     7,116 32.1 7,162 30.0   14,553 30.8

Ⅲ 販売費及び一般管理費     6,245 28.2 6,415 26.9   12,964 27.4

   営業利益     870 3.9 746 3.1   1,588 3.4

Ⅳ 営業外収益           

 １ 受取利息   3   4 6   

 ２ 受取配当金   135   136 183   

 ３ その他   35 174 0.8 41 182 0.8 79 269 0.6

Ⅴ 営業外費用           

 １ 支払利息   90   113 256   

 ２ その他 ※１ 236 327 1.5 116 230 1.0 276 533 1.2

   経常利益     717 3.2 698 2.9   1,325 2.8

Ⅵ 特別利益 ※２   161 0.7 348 1.5   909 1.9

Ⅶ 特別損失 ※３ 
※４   59 0.2 81 0.4   170 0.3

   税引前中間(当期) 
   純利益     819 3.7 965 4.0   2,063 4.4

   法人税、住民税 
   及び事業税 ※６ 376   436 192   

   法人税等調整額   ― 376 1.7 ― 436 1.8 660 852 1.8

   中間(当期)純利益     442 2.0 529 2.2   1,211 2.6

   前期繰越利益     3,776 3,434   3,776 

   中間(当期)未処分 
   利益     4,218 3,963   4,987 

            



中間財務諸表作成の基本となる重要な事項 
  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法) 

子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 

その他有価証券 

時価のあるもの 

中間会計期間末日の市場価

格等に基づく時価法(評価

差額は、全部資本直入法に

より処理し、売却原価は、

移動平均法により算定) 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

１ 資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券 

満期保有目的の債券 

同左 

子会社株式及び関連会社株式 

同左 

その他有価証券 

時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は、全部資本直入法により

処理し、売却原価は移動平

均法により算定) 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

時価のないもの 

同左 

時価のないもの 

同左 

(2) デリバティブ 

時価法 

(2) デリバティブ 

同左 

(2) デリバティブ 

同左 

(3) たな卸資産 

商品、製品、半製品、仕掛品 

総平均法による原価法 

(3) たな卸資産 

商品、製品、半製品、仕掛品 

同左 

(3) たな卸資産 

商品、製品、半製品、仕掛品 

同左 

原材料、貯蔵品 

月別総平均法による原価法 

原材料、貯蔵品 

同左 

原材料、貯蔵品 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数および残存価額

については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっておりま

す。 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備は

除く)については、定額法によっ

ております。 

 なお、中間財務諸表作成基準注

解２により、事業年度に係る減価

償却費の額を期間按分する方法に

よっております。 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法によっております。 

 なお、耐用年数および残存価額

については、法人税法に規定する

方法と同一の基準によっておりま

す。 

 ただし、平成10年４月１日以降

に取得した建物(建物附属設備は

除く)については、定額法によっ

ております。 

  



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

(2) 無形固定資産 

 定額法によっております。 

 なお、耐用年数については、法

人税法に規定する方法と同一の基

準によっております。 

 ただし、ソフトウェア(自社利

用分)については、社内における

利用可能期間(５年)に基づく定額

法によっております。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の取立不能に備えるため、

下記のとおり計上しております。 

一般債権 

 貸倒実績率法によっておりま

す。 

貸倒懸念債権等 

 財務内容評価法によっておりま

す。 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の取立不能に備えるため、

下記のとおり計上しております。 

一般債権 

同左 

  

貸倒懸念債権等 

同左 

３ 引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

 債権の取立不能に備えるため、

下記のとおり計上しております。 

一般債権 

同左 

  

貸倒懸念債権等 

同左 

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき、当中間会計期間末におい

て発生していると認められる額を

計上しております。 

 数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(15年)に

よる按分額を翌期より費用処理す

ることとしております。 

(2) 退職給付引当金 

同左 

  

(2) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるた

め、当事業年度末における退職給

付債務および年金資産の見込額に

基づき、当事業年度末において発

生していると認められる額を計上

しております。 

 数理計算上の差異については、

その発生時の従業員の平均残存勤

務期間以内の一定の年数(15年)に

よる按分額を翌期より費用処理す

ることとしております。 

(3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、会社所定の基準に基づく

中間期末要支給見込額を計上して

おります。 

(3) 役員退職慰労引当金 

同左 

(3) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支出に備え

るため、会社所定の基準に基づく

期末要支給見込額を計上しており

ます。 



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

４ リース取引の処理方法 

 リース物件の所有権が借主に移転

すると認められるもの以外のファイ

ナンス・リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法に準じた

会計処理によっております。 

４ リース取引の処理方法 

同左 

４ リース取引の処理方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

 為替予約については、振当処理

を行い、通貨オプションについて

は繰延ヘッジ処理を行っておりま

す。 

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

５ ヘッジ会計の方法 

(1) ヘッジ会計の方法 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段 為替予約取引および 

通貨オプション取引 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象 

同左 

ヘッジ対象 外貨建金銭債務     

(3) ヘッジ方針 

 原材料の輸入に関わる為替相場

の変動リスクを回避する目的で為

替予約取引等を行い、輸入取引の

範囲内で為替変動リスクをヘッジ

しております。 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(3) ヘッジ方針 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約および通貨オプション

の締結時に、リスク管理方針に従

って、同一通貨による同一金額で

同一期日の為替予約および通貨オ

プションを対応させているため、

その後の為替相場の変動による相

関関係は完全に確保されており、

その判定をもって有効性の判定に

代えております。（中間決算日に

おける有効性の評価を省略してお

ります。） 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

同左 

(4) ヘッジの有効性評価の方法 

 為替予約および通貨オプショ

ンの締結時に、リスク管理方針

に従って、同一通貨による同一

金額で同一期日の為替予約およ

び通貨オプションを対応させて

いるため、その後の為替相場の

変動による相関関係は完全に確

保されており、その判定をもっ

て有効性の判定に代えておりま

す。（決算日における有効性の

評価を省略しております。） 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

 消費税および地方消費税は税

抜方式によっております。 

６ その他中間財務諸表作成のため

の基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 

６ その他財務諸表作成のための基

本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

同左 



  
会計処理の変更 

  

  

表示方法の変更 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

────── （固定資産の減損に係る会計基準） 

 当中間会計期間から「固定資産の

減損に係る会計基準」（「固定資産

の減損に係る会計基準の設定に関す

る意見書」（企業会計審議会 平成

14年8月9日））及び「固定資産の減

損に係る会計基準の適用指針」（企

業会計基準委員会 平成15年10月31

日 企業会計基準適用指針第6号）

を適用しております。 

 これにより税引前中間純利益が

73百万円減少しております。 

 なお、減損損失累計額について

は、改正後の中間財務諸表等規則に

基づき当該各資産の金額から直接控

除しております。 

────── 

前中間会計期間
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

────── （中間貸借対照表）
 前中間会計期間において固定負債の「その他」に含め
て表示しておりました「繰延税金負債」（前中間会計期
間2,494百万円）については負債及び資本合計の100分の
５超となったため、当中間会計期間より区分掲記してお
ります。 



追加情報 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当中間会計期間から「法人

事業税における外形標準課税部分の

損益計算書上の表示についての実務

上の取扱い」(平成16年２月13日 企

業会計基準委員会 実務対応報告第

12号)に従い法人事業税の付加価値

割及び資本割については、販売費及

び一般管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が31百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前中間純利益が、31百

万円減少しております。 

────── 「地方税法等の一部を改正する法

律」(平成15年法律第９号)が平成15

年３月31日に公布され、平成16年４

月１日以後に開始する事業年度より

外形標準課税制度が導入されたこと

に伴い、当事業年度から「法人事業

税における外形標準課税部分の損益

計算書上の表示についての実務上の

取扱い」(平成16年２月13日 企業会

計基準委員会 実務対応報告第12号)

に従い法人事業税の付加価値割及び

資本割については、販売費及び一般

管理費に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費

が56百万円増加し、営業利益、経常

利益及び税引前当期純利益が、56百

万円減少しております。 



注記事項 

(中間貸借対照表関係) 

  

  

前中間会計期間末 
(平成16年９月30日) 

当中間会計期間末
(平成17年９月30日) 

前事業年度末 
(平成17年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

46,606百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

48,436百万円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

47,881百万円 

※２ 担保資産 

  ① 担保差入資産 

※２ 担保資産 

  ① 担保差入資産 

※２ 担保資産 

  ① 担保差入資産 

建物 4,978百万円

土地 100 〃 

投資有価証券 4,181 〃 

建物 5,267百万円

土地 99 〃 

投資有価証券 6,784 〃 

建物 5,403百万円

土地 99 〃 

投資有価証券 4,843 〃 

     このうち投資有価証券1,461

百万円は、賃金の支払の確保

等に関する法律施行規則第２

条第１項第３号に基づくもの

であります。 

     このうち投資有価証券2,169

百万円は、賃金の支払の確保

等に関する法律施行規則第２

条第１項第３号に基づくもの

であります。 

   このうち投資有価証券1,735

百万円は、賃金の支払の確保

等に関する法律施行規則第２

条第１項第３号に基づくもの

であります。 

  ② 債務の内容   ② 債務の内容   ② 債務の内容 

長期借入金（一年内返済予

定長期借入金461百万円を含

む） 

長期借入金（一年内返済予

定長期借入金595百万円を含

む） 

長期借入金（一年内返済予

定長期借入金547百万円を含

む） 

  2,628百万円

従業員預り金 1,069 〃 

預り保証金 4,591 〃 

預り敷金 578 〃 

関係会社の 

取引保証等 
110 〃 

  2,407百万円

従業員預り金 1,084 〃 

預り保証金 4,682 〃 

預り敷金 631 〃 

関係会社の 

取引保証等 
146 〃 

  2,467百万円

従業員預り金 1,083 〃 

預り保証金 4,870 〃 

預り敷金 631 〃 

関係会社の 

取引保証等 
133 〃 

 ３ 偶発債務  ３ 偶発債務  ３ 偶発債務 

① 短期借入金・仕入商品代金に

対する債務保証 

スズラン企業㈱ 276百万円

① 短期借入金・仕入商品代金に

対する債務保証 

スズラン企業㈱ 263百万円

① 短期借入金・仕入商品代金に

対する債務保証 

スズラン企業㈱ 269百万円

  ② 長期借入金に対する債務保証 

関門製糖㈱ 139百万円

  ② 長期借入金に対する債務保証 

関門製糖㈱ 117百万円

② 長期借入金に対する債務保証 

関門製糖㈱ 128百万円

※４ 国庫補助金等の受入により固

定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額 

※４ 国庫補助金等の受入により固

定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額 

※４ 国庫補助金等の受入により固

定資産の取得価額から控除して

いる圧縮記帳額 

建物 133百万円

構築物 57 〃 

機械及び装置 758 〃 

車両運搬具 0 〃 

工具器具備品 61 〃 

無形固定資産 17 〃 

計 1,029 〃 

建物 140百万円

構築物 235 〃 

機械及び装置 1,461 〃 

車両運搬具 0 〃 

工具器具備品 61 〃 

無形固定資産 17 〃 

計 1,916 〃 

建物 134百万円

構築物 194 〃 

機械及び装置 998 〃 

車両運搬具 0 〃 

工具器具備品 61 〃 

無形固定資産 17 〃 

計 1,407 〃 

※５ 消費税等に係る表示 ※５ 消費税等に係る表示 ――――― 

 仮払消費税等および仮受消費

税等は、流動資産および流動負

債の「その他」に各々含めて表

示しております。 

同左   



(中間損益計算書関係) 

  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

※１ 営業外費用その他の主な内訳 ※１ 営業外費用その他の主な内訳 ※１ 営業外費用その他の主な内訳 

機械装置処分損 201百万円 機械装置処分損 99百万円 機械装置処分損 227百万円

※２ 特別利益の主要項目 ※２ 特別利益の主要項目 ※２ 特別利益の主要項目 

振興資金助成金 53百万円

精製糖助成金 102 〃 

振興資金助成金 263 〃 

精製糖助成金 68 〃 

土地売却益 618百万円

振興資金助成金 53 〃 

精製糖助成金 170 〃 

収用移転補償金 53 〃 

※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目 ※３ 特別損失の主要項目 

建物売却損 4百万円

建物処分損 50 〃 

構築物処分損 4 〃 

建物処分損 7百万円

減損損失 73 〃

建物売却損 4百万円

建物処分損 70 〃 

構築物処分損 62 〃 

植栽事業撤退費 33 〃 

――――― ※４ 減損損失 ――――― 

  当社は、以下の資産グループ

について減損損失を計上しまし

た。 

（経緯） 

 上記の土地については、いず

れも北海道でのビート糖事業に

おける原料ビートの中間貯蔵場

等に利用しておりましたが、事

業合理化に伴い、現在は遊休資

産となり、今後の利用計画も無

いことから帳簿価額を回収可能

価額まで減額し、当該減少額を

減損損失として特別損失に計上

しました。 

（グルーピングの方法） 

 原則として事業部門別に区分

し、賃貸用不動産及び遊休資産

については、個々の物件単位で

グルーピングをしております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額は、正味売却価

額により測定しており、固定資

産税評価額に基づいた時価によ

り評価しております。 

用途 種類 場所 金額

遊休 土地 江別市 20百万円

 〃 〃 由仁町 41 〃

〃 〃 中札内村 11 〃

   計  73 〃

      



  

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

 ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額  ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 1,119百万円

無形固定資産 20 〃 

有形固定資産 1,196百万円

無形固定資産 25 〃 

有形固定資産 2,595百万円

無形固定資産 38 〃 

※６ 法人税等の表示方法 ※６ 法人税等の表示方法 ――――― 

税効果会計の適用に当たり

「簡便法」を採用しているの

で、法人税等調整額を含めた金

額で、一括掲記しております。 

同左   



(リース取引関係) 

  

  
  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および中

間期末残高相当額 

１ リース物件の所有権が借主に移

転すると認められるもの以外のファ

イナンス・リース取引 

(借手側) 

(1) リース物件の取得価額相当額、

減価償却累計額相当額および期

末残高相当額 

  機械及び装置

取得価額相当額 270百万円

減価償却累計額 
相当額 

64 〃 

中間期末残高 
相当額 

206 〃 

  機械及び装置

取得価額相当額 201百万円

減価償却累計額
相当額 

21 〃

中間期末残高
相当額 

179 〃

機械及び装置 

取得価額相当額 270百万円

減価償却累計額 
相当額 

77 〃 

期末残高相当額 192 〃 

   取得価額相当額は、未経過リ

ース料中間期末残高が有形固定

資産の中間期末残高等に占める

割合が低いため、支払利子込み

法により算定しております。 

同左    取得価額相当額は、未経過リ

ース料期末残高が有形固定資産

の期末残高等に占める割合が低

いため、支払利子込み法により

算定しております。 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

一年以内 21百万円

一年超 185 〃 

合計 206 〃 

(2) 未経過リース料中間期末残高相

当額 

一年以内 15百万円

一年超 163 〃

合計 179 〃

(2) 未経過リース料期末残高相当額 

  

一年以内 21百万円

一年超 171 〃 

合計 192 〃 

   未経過リース料中間期末残高

相当額は、未経過リース料中間

期末残高が有形固定資産の中間

期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算

定しております。 

同左  未経過リース料期末残高相当

額は、未経過リース料期末残高

が有形固定資産の期末残高等に

占める割合が低いため、支払利

子込み法により算定しておりま

す。 

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 25百万円

減価償却費 
相当額 

25 〃 

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 13百万円

減価償却費
相当額 

13 〃

(3) 支払リース料および減価償却費

相当額 

支払リース料 25百万円

減価償却費
相当額 

25 〃 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

   リース期間を耐用年数とし、

残存価額を零とする定額法によ

っております。 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

(4) 減価償却費相当額の算定方法 

同左 

２ オペレーティング・リース取引 

(貸手側) 

 未経過リース料 

一年以内 1,022百万円

一年超 12,642 〃 

合計 13,664 〃 

２ オペレーティング・リース取引 

(貸手側) 

 未経過リース料 

一年以内 1,008百万円

一年超 11,452 〃

合計 12,460 〃

２ オペレーティング・リース取引 

(貸手側) 

 未経過リース料 

一年以内 1,008百万円

一年超 11,956 〃 

合計 12,964 〃 

(借手側) 

 未経過リース料 

一年以内 13百万円

一年超 10 〃 

合計 23 〃 

(借手側) 

 未経過リース料 

一年以内 10百万円

一年超    ― 〃

合計 10 〃

(借手側) 

 未経過リース料 

一年以内 13百万円

一年超 10 〃 

合計 23 〃 



(有価証券関係) 

前中間会計期間末(平成16年９月30日) 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

当中間会計期間末(平成17年９月30日) 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

前事業年度末(平成17年３月31日) 

 子会社株式および関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

(１株当たり情報) 

  

  

(注) １株当たり中間(当期)純利益の算定上の基礎 

  

(重要な後発事象) 

該当事項はありません。 

  

(2) 【その他】 

該当事項はありません。 

  

前中間会計期間 
(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日) 

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日) 

１株当たり純資産額 342円82銭 １株当たり純資産額 368円47銭 １株当たり純資産額 354円25銭

１株当たり中間純利益 ２円98銭 １株当たり中間純利益 ３円56銭 １株当たり当期純利益 ７円99銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり

中間純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

同左  なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益については、潜在株式が

ないため記載しておりません。 

  
前中間会計期間

(自 平成16年４月１日 
至 平成16年９月30日)

当中間会計期間
(自 平成17年４月１日 
至 平成17年９月30日)

前事業年度 
(自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日)

中間損益計算書上の中間(当期)純利

益(百万円) 
442 529 1,211 

普通株式に係る中間(当期)純利益 
(百万円) 

442 529 1,186

普通株主に帰属しない金額の主要な
内訳(百万円) 

      

利益処分による役員賞与金 ― ― 25 

普通株主に帰属しない金額(百万円) ― ― 25 

普通株式の期中平均株式数(千株) 148,592 148,481 148,551 



第６ 【提出会社の参考情報】 

当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

  

 (1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度 第107期（自 平成16年４月１日 至 平成17年３月31日） 平成17年６月29日に関東財務局長に提出

  

 (2)自己株券買付状況報告書 

平成17年４月８日、平成17年５月12日、平成17年６月10日、平成17年７月14日、平成17年12月８日に関東財務局

長に提出 

  



第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月13日

日本甜菜製糖株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本甜

菜製糖株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本甜菜製糖株式会社及び連結子会社の平成16年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成16年４月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  
  

以 上 
  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  望  月  正  芳  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  堀 之 北  重  久  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月12日

日本甜菜製糖株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本甜

菜製糖株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結剰

余金計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成責任は経

営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

連結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の

表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に

応じて追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見

表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基

準に準拠して、日本甜菜製糖株式会社及び連結子会社の平成17年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する

中間連結会計期間（平成17年４月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する

有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により中間連結

財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 
  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  望  月  正  芳  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  堀 之 北  重  久  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成16年12月13日

日本甜菜製糖株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本甜

菜製糖株式会社の平成16年４月１日から平成17年３月31日までの第107期事業年度の中間会計期間(平成16年４月１日か

ら平成16年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本甜菜製糖株式会社の平成16年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成16年４

月１日から平成16年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

  

  

  

  

以 上 

  

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  望  月  正  芳  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  堀 之 北  重  久  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 



独立監査人の中間監査報告書 

  

平成17年12月12日

日本甜菜製糖株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている日本甜

菜製糖株式会社の平成17年４月１日から平成18年３月31日までの第108期事業年度の中間会計期間(平成17年４月１日か

ら平成17年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表及び中間損益計算書について中間監査を行っ

た。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表

明することにある。 

当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間

財務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がな

いかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追

加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための

合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠

して、日本甜菜製糖株式会社の平成17年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間（平成17年４

月１日から平成17年９月30日まで）の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

  

追記情報 

会計処理の変更に記載のとおり、会社は、固定資産の減損に係る会計基準を適用しているため、当該会計基準により

中間財務諸表を作成している。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以 上 

  

あずさ監査法人 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  望  月  正  芳  ㊞ 

指定社員 
業務執行社員

 公認会計士  堀 之 北  重  久  ㊞ 

  
※ 上記は、当社(半期報告書提出会社)が、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(半

期報告書提出会社)が別途保管しております。 
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